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 図-1 降水量～土壌水分の推移 図-3 呉市周辺の地質 5）

5) 
図-2 呉市周辺の斜面崩壊密度分布 4) 
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１．はじめに  

地球温暖化等の気候変動に伴う大雨の頻度増加による災害の多発が顕在化している．全国の年平均土砂災害発生

件数は 1,106 件 1）であり，令和 3 年 8 月豪雨は 33 都府県で 448 件に及ぶ土砂災害をもたらし，直近 10 年の同月に

おける平均発生件数（177 件）を大幅に上回った．時々刻々と変化する急傾斜地の崩壊危険度を地域レベルで把握

し管理・対応していく必要がある．一方，合成開口レーダー（SAR）を搭載した人工衛星（以下，SAR 衛星と称す

る）により，広域的な土壌水分データを無料で誰でも入手可能になった 2）．本研究では，SAR 衛星土壌水分データ

を用いることで時々刻々と変化する斜面崩壊危険度を広域的に評価する手法（GIS マッピング）を研究している．

２．SAR 衛星土壌水分データと降水量，斜面崩壊密度分布と地質 
図-1 に令和 3 年 8 月豪雨時の呉市における JAXA が web 上でオープン化している SAR 衛星土壌水分データ 2）と

降水量（気象庁アメダスデータ 3））の推移を示す．図-1 をみると，大雨の 1，2 日後において土壌水分が急激に増

加し，土壌水分 30％程度を示していることがわかる．衛星は 1~2 日で観測するが，観測値から土質特性を浸透流解

析による逆解析を行うことで，未観測期間の土壌水分を補完できるとおもわれる． 

 図-2 に広島県呉市及びその周辺における斜面崩壊の密度分布 4），図-3 に同地域の地質図 5）を示す．図-2 と図-3 を

比較すると，呉花崗岩が分布している範囲で概ね崩壊密度が大きくなっている． 

 

 

 

 

 

 

 

 
３．土壌水分変化に伴う斜面崩壊危険度の算出方法 

 松尾6)の方式を用い，図-4に示すような粘着力μc～飽和度Sr関係を考える．鬼塚7)や松尾・上野8)の実験事実によれ

ば，土質によらず粘着力はある飽和度でピーク値（以下，最大粘着力cmax）を示す．松尾は最大粘着力における飽和

度（以下，変曲飽和度Sri）と最適飽和度Sroptの差ΔSroptについて平均粒径D50と式(1)の強い負の相関があることを明ら

かにした．種々の土質について初期間隙比e0，最小間隙比eminと変曲飽和度関係の直線回帰式(2)を導き，最大粘着力

は均等係数Ucを導入して近似的に式(3)で表した．粘着力と最大粘着力の比～変曲飽和度と飽和度の関係を調べ，平

均的に見て式(4)の直線関係を見出した．体積含水率θ(%)と飽和度は式(5)の関係，湿潤単位体積重量γtは乾燥単位体

積重量γd，水の単位体積重量γwを用い式(6)の関係がある．ここで，斜面安定解析（無限斜面法）9)における安全率Fs 

が1となる粘着力cFを求め，粘着力を変数cとして，正規分布f (c)（平均μc，標準偏差σc（式(7)））

を導入する．cがcFより小さい確率を式(8)から求め崩壊確率Pfとし，斜面崩壊危険度を評価する．  

ΔSropt = −79.09D50+37.86 (1)，Sri = −100e0+(Sropt − ΔSropt +100emin) (2)， 

cmax = 0.103(0.0086)e0D50Uc (3)，μc={1.0 − 0.018(Sr − Sri)}cmax (4)， 

Sr = {(1+e0)/e0}θ  (5)，γt = γd+(θ/100)γw  (6)， 

σc=0.182 cmax  (7)，Pf = ∫ f(c)dccF
-∞    (8) 

 

図-4 粘着力～飽和度関係の 
例（シルト質砂）6) 

μ c
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図-5 解析箇所斜面勾配分布図 

４．斜面勾配の作成方法および一考察 

図-5 に国土地理院の基盤地図情報 10）から図郭番号 513234（図-2，図-3 の黒

枠）における斜面勾配区分図（5m メッシュ）を GIS により作成した結果を示

す．斜面勾配 30 度以上（急傾斜地）を着色した．急傾斜地が多く点在している

ことがわかり，図-2 と比較すると，必ずしも斜面崩壊密度分布と斜面勾配が対

応しているわけではないことがわかる．これは斜面勾配の大小が混在すると平

均的な崩壊密度が小さくなるためと考えられる． 

５． SAR衛星土壌水分データを用いた広域的斜面危険度評価 

SAR 衛星土壌水分データを用い日々変化する斜面崩壊危険度を GIS によりマッピングする．まさ土のようなシル

ト質砂を想定し，松尾の代表値 6)（e0=0.940，土粒子の密度 2.62Mg/m3，最適含水比 15.9%，最大乾燥密度 1.77Mg/m3，

D50=0.420mm，Uc=65.0）を用いて表層厚さを 1.1m11），内部摩擦角 25 度 12）として解析する． 

図-6 に安全率，図-7 に崩壊確率を示す．図-7(a)～(c)をみると崩壊確率に大きな変化はみられないことがわかる．こ

れは図-6(a)～(c)において安全率が 1.5 以上の値を示していることと対応していると考える。一方，図-6(d)，図-7(d)

の比較により，安全率が 1.5 未満になると崩壊確率の増加がみられることがわかる．特に，安全率 1 付近で崩壊確

率が顕著に上昇している．言い換えると，安全率 1 付近の危険性を評価する際には崩壊確率が向いていると考える． 

 

 

 

 

 
（a）2021年8月13日       （b）2021年8月14日            （c）2021年8月15日            （d）2021年8月16日 

図-6 安全率分布 

 

 

 

 

 
 
（a）2021年8月13日       （b）2021年8月14日            （c）2021年8月15日            （d）2021年8月16日 

図-7 斜面崩壊確率分布 
6．おわりに  
 本研究では，SAR 衛星土壌水分データから日々変化する広域的な斜面崩壊危険度を GIS により評価した．今後，

衛星未観測期間を浸透流解析等で補完する手法が開発されれば時間単位での評価が可能になると考える． 
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